
 

平成３０年４月における組織・機構の見直しについて 

 

１．行財政改革推進体制の変更 

行財政改革における集中改革期間（平成２６年度～平成２８年度）にあわせ、全庁的

な推進体制を図るため、平成２６年４月に「行政改革部」を設置し、積極的に行財政改

革の取組を進めてきました。 

これまでの集中的な取組によって、財政健全化指標が改善傾向にあるなど一定の成果

が得られたことから、平成３０年４月からは、行政改革部を廃止し、総務部に新設する

「行政改革課」において、引き続き行財政改革の取組を推進します。 

 

 

※参考：行財政改革第１期実施計画における財政効果目標額及び実績額 

                                  （単位：百万円） 

実 施 方 針 

実施計画年度 

合 計 集中改革期間  

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 小計 Ｈ29 Ｈ30 

１．効率的・効果的な

行財政運営 

目標額 14.5 230.0 290.0 534.5 290.0 340.0 1,164.5 

実績額 35.1 384.2 325.5 744.8   744.8 

２．公共施設の 

あり方と管理運営 

目標額 － － 230.0 230.0 230.0 230.0 690.0 

実績額 0.0 72.2 206.6 278.8   278.8 

３．組織・機構と 

適正な人員管理 

目標額 776.0 500.0 400.0 1,676.0 400.0 400.0 2,476.0 

実績額 698.7 614.5 561.5 1,874.7   1,874.7 

４．財源の確保と 

債務の抑制 

目標額 302.0 494.0 494.0 1,290.0 493.0 486.5 2,269.5 

実績額 381.9 568.5 829.1 1,779.5   1,779.5 

合 計 

目標額 1,092.5 1,224.0 1,414.0 3,730.5 1,413.0 1,456.5 6,600.0 

実績額 1,115.7 1,639.4 1,922.7 4,677.8   4,677.8 

達成率 102.1% 133.9% 136.0% 125.4%   70.9% 

〔参考〕実質公債費

比率（３か年平均） 

H24 財政計画 20.8% 20.1% 19.8%  19.5% 19.0%  

決算値 19.5% 18.2% 17.2%     
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